入　 札　 説　 明　 書

　この入札説明書は、本件調達に係る入札公告のほか、本件調達に関し、一般競争入札に参加しようとするもの（以下「競争参加者」という。）が熟知し、かつ、遵守しなければならない一般的事項を明らかにするものである。

１　競争入札に付する事項
　⑴　購入等件名及び数量
　　　犯罪捜査支援用パソコン及び同管理サーバ等の賃貸借　一式
　⑵　履行期間
　　　契約締結日から令和15年３月19日（土）まで。
　　　なお、賃貸借期間については、令和９年３月20日から令和15年３月19日まで。ただし、翌年度以降において、歳入歳出予算の当該契約の金額について減額又は削除があった場合、当該契約は解除する。
　⑶　納入場所
　　　埼玉県警察本部総務部情報管理課長が指定する場所
　⑷　入札方法
　　　本件入札は、埼玉県電子入札共同システム（以下「電子入札システム」という。）により行う。ただし、電子入札システムの利用者登録をしていない業者については、紙媒体による入札書の郵送又は持参も認める。
２　競争参加者に必要な資格
　　入札公告に示すとおり。
　　また、入札公告２⑸に基づき、納入する物品について機能証明書等を作成し、令和８年10月15日（木）午前11時までに下記の場所に提出し、審査を受けた結果、当該物品が仕様書に示す各要求事項に適合すると認められた者であること。
　　〒330-8533　埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号　
　　総務部情報管理課運用第一係　山口
　　電話048-832-0110　内線2453
３　入札参加資格確認方法
　⑴　入札公告４⑶アによる場合
　競争参加資格確認申請書に一般競争入札参加資格確認資料（別記様式１）を添付し、電子入札システムにより令和８年10月15日（木）午前11時までに提出すること。
　⑵　入札公告４⑶イによる場合
　　　一般競争入札参加資格確認資料（別記様式１）及び一般競争入札参加資格確認申請書（別記様式２）を令和８年10月15日（木）午前11時までに下記５⑴の場所へ提出すること。
４　入札保証金
　　入札公告及び入札保証金について（別紙）のとおり。
５　入札書の提出方法等
　⑴　紙媒体の入札書を郵送又は持参する場合の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問合せ先
　　　〒330-8533　埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号
　　　埼玉県警察本部総務部財務局会計課調度係
　　　電話048-832-0110　内線2247　香崎
　　　FAX048-824-4607
　⑵　仕様書の交付方法及び問合せ先
　　　次の交付場所において交付する。ただし、事前に電話により連絡をすること。
　　　なお、仕様書は入札終了後速やかに返納すること。
　　　〒330-8533　埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号　
　　  総務部情報管理課運用第一係　山口
　　  電話048-832-0110　内線2453
　⑶　入札書受付期間
　　ア　電子入札システムを利用する場合
　　　　競争入札参加資格の確認を得た日から令和８年10月21日（水）午前10時50分まで
　　イ　紙媒体の入札書を郵送又は持参する場合
　　 (ｱ)　郵送の場合
　　　　　競争入札参加資格の確認を得た日から令和８年10月20日（火）午後５時まで
　　　　　なお、書留郵便によること。
　　 (ｲ)　持参の場合
　　　　　競争入札参加資格の確認を得た日から令和８年10月21日（水）午前10時50分まで
６　入札及び開札
　⑴　競争参加者は、入札説明書、仕様書及びその他添付書類等を熟知の上、入札しなければならない。
　　　なお、入札後、仕様書等についての不知又は不明を理由として異議を申し立てることはできない。
　⑵　入札金額は総価を入力し、仕様に基づく一切の諸経費を含めた総額を見積もるものとする。
　　　なお、落札決定に当たっては、入札書に入力され、又は記載された金額に当該金額の10パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格（以下「契約金額」という。）とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を入力又は記載するものとする。
　　　また、落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、電子入札システム内の電子くじを実施し落札者を決定するので、入札書提出時に３桁のくじ番号を任意に設定し、入札すること。
　⑶　入札書及び入札に係る文書に使用する言語は、日本語に限るものとする。入札金額は、日本国通貨による表示に限るものとする。
　⑷　入札書は、直接に提出する場合は封書に入れ密封し、かつ、その封皮に氏名（法人の場合はその名称又は商号）及び「令和８年10月21日開札、（犯罪捜査支援用パソコン及び同管理サーバ等の賃貸借）の入札書在中」と朱書すること。代理人が持参する場合は委任状の提出を要するとともに、入札書に競争参加者の氏名又は名称若しくは商号、代理人であることの表示並びに当該代理人氏名を記名して押印をしておかなければならない。
　　　また、郵送により提出する場合は二重封筒とし、入札書を中封筒に入れて密封の上当該中封筒の封皮には直接に提出する場合と同様に氏名等を朱書きし、外封筒の封皮は「令和８年10月21日開札、（犯罪捜査支援用パソコン及び同管理サーバ等の賃貸借）の入札書在中」と朱書きしなければならない。
　　　なお、再度入札は１回行うので、中封筒の封皮に「１回目入札」・「再度入札」・「入札辞退書（途中で辞退する場合）」の区分を記載すること。「一般競争入札参加資格の確認結果について（通知）」の写しは「１回目入札」のみに同封すること。
　　ただし、郵送により提出する場合は、書留郵便により、その旨事前に入札公告に記載された提出先まで連絡すること。
　⑸　開札の場所及び日時
　　　埼玉県警察本部総務部財務局会計課　令和８年10月21日（水）午前11時
　　　なお、開札への立会いは不要とする。
　⑹　入札書の記載の注意事項について、日付は、入札書の提出日を記載し、首標金額には「￥」記号を記載すること。
　⑺　競争参加者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができない。
　⑻　契約担当者は、競争参加者が相連合し、又は不穏の挙動をする等の場合で競争入札を公正に執行することができない状態にあると認められたときは、当該入札を延期し又はこれを廃止することができる。
　⑼　入札公告等により競争入札参加資格審査申請書を提出した者が、競争に必要な資格を有すると認められること、又は指名されることを条件にあらかじめ入札書を提出した場合において、当該者に係る資格審査が開札日時までに終了しないとき、資格を有すると認められなかったとき、当該入札書は落札決定の対象としない。
７　入札の無効
　　入札に当たり次の各項の一に該当するものは、これを無効とする。
　⑴　この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書
　⑵　入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書
　⑶　埼玉県財務規則（昭和39年埼玉県規則第18号。以下「財務規則」という。）第97条又は埼玉県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年埼玉県規則第106号）第９条の規定に該当する入札書
８　落札者の決定
　⑴　有効な入札書を提出した者であって、財務規則第94条の規定に基づいて定められた予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込みをした者を契約の相手方とする。
　⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、入札書提出時に申請した３桁のくじ番号により電子入札システム内の電子くじを実施し、落札者を決定するものとする。
　⑶　落札者を決定したときは、落札者を決定したこと、落札者の氏名及び住所並びに契約金額を速やかに当該入札者に通知し、埼玉県ホームページに公開する。
　⑷　落札者が契約担当者等の定める期日までに契約書の取り交わしをしないときは、落札の決定を取り消すものとする。
９　再度入札等に関する事項
　⑴　初度の入札において落札者がいない場合は、入札条件を変更しないで直ちに再度入札に付する。この場合、電子メール等にて再度入札の通知をするので、希望者は電子入札システムにて入札書を提出すること。再度入札は１回まで行う。
　⑵　初度の入札において無効入札をした者は、再度入札に加わることができない。
　⑶　再度入札に付して落札者がいないときは、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の２第１項第８号に基づき随意契約を締結する。
　⑷　前記⑶の場合についての随意契約希望者は、見積書にて入札書と同様に提出すること。提出期限については希望者に対し通知するものとする。
10　契約に関する事項
　⑴　契約手続において使用する言語と通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。
　⑵　契約保証金
　　　入札公告に示すとおり。
11　支払条件
　　発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から30日以内に当該代金を受注者に支払うものとする。
12　その他必要な事項
　⑴　競争参加者又は契約の相手方が本件の調達に関して要した費用は、全て当該競争参加者又は当該契約の相手方が負担するものとする。
　⑵　競争参加者は仕様書を熟読し、応札しなければならない。不明点をもって契約業者に帰される責任は回避できないものとし、事前に不明点は埼玉県警察本部へ問い合わせること。
　なお、履行不能又は著しい履行遅延が想定される場合は、当該契約の締結後であっても契約解除事由とする。
　また、これらに起因する一切の損害は契約業者の負担とし、併せて埼玉県警察本部より別途損害賠償請求を行うものとする。
　⑶　落札者は、後日、落札金額に係る内訳書を提出すること。
　⑷　電子入札システムの障害、天災が原因の停電等で入札・開札事務が処理できない場合は、入札・開札の延期や入札書を使用して行う入札への移行の措置を講ずる。
　　　なお、入札・開札の延期や入札書を使用して行う入札への移行の措置を講ずる場合は、電話、ファクシミリ、埼玉県ホームページ等により、必要な事項を連絡する。
　⑸　仕様書に示す機能証明書等作成要領によって提出された書類の審査により、入札の対象となるか否かについて埼玉県警察本部から連絡を行う。ただし、所定の日時までに埼玉県警察本部に対して機能証明書等の説明を実施しておくこと。
　　　また、機能証明書等に不備な点や不明な箇所があった場合には、直ちに埼玉県警察本部に補正及び説明をしなければならない。
　　　なお、直ちに補正ができない場合又は故意に補正をしない場合には入札に参加できない。
　⑹　この契約は、立会人型電子契約の電子契約による締結を予定している。電子契約を行う場合は、契約書は紙ではなく電子データで作成し、押印に代わる電子署名とタイムスタンプが施される。契約の締結は、電子契約事業者のクラウドを利用するため、電子メールが必要となる。立会人型電子契約に係る費用負担は生じない。
　　　なお、電子契約の利用について承諾がない場合は、従来どおり紙の契約書により契約を締結する。























別記様式１

一般競争入札参加資格確認資料

                                                  令和　　　年　　　月　　　日

　 埼玉県知事　大　野　元　裕　様


                               申　請　者
                                    住        所　　
                                　　商号又は名称　　
                                  　職 　氏 　名　　

                             （ 担当者氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　）
                             （ 電話番号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
                             （ ＦＡＸ番号 　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　 （ 電子証明書の名義　　　　　　　　　　　　　　　）

　「犯罪捜査支援用パソコン及び同管理サーバ等の賃貸借」の一般競争入札の入札参加資格確認申請にあたっては、埼玉県物品調達等一般競争入札執行要綱等を遵守するとともに、下記の記載事項が事実と相違ないことを誓約します。

記

１　業種区分等（該当する区分に○を付すこと。）
　⑴　業　　　種　：　　賃貸　・　販売　・　印刷
　⑵　所在地区分　：　　管轄内　・　準管轄内　・　管轄外
　⑶　企 業 規 模　：　　大企業　・　中小企業
　⑷　格　付　け　：　　Ａ等級　・　Ｂ等級　・　Ｃ等級

（注：　所在地区分が管轄内とは、県内に本店を有する者をいい、準管轄内とは県外に本店を有し、県内に契約の主体となる支店営業所等を有する者をいう。）

２　その他
　⑴　埼玉県物品調達等一般競争入札執行要綱第２条に規定する参加資格を有していること。
　⑵　著しい経営状況の悪化又は資産若しくは信用度の低下の事実がなく、かつ、契約の不履行又は契約を締結しないこととなる恐れがなく、アフターサービスが可能であるなど、物品調達等一般競争入札参加資格基準の２に定める「留意すべき入札参加資格要件」を満たす者であること。
別記様式２紙媒体による参加者用


一般競争入札参加資格確認申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

埼玉県知事　大野　元裕　様　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（所 在 地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名称又は商号）

　下記調達案件に係る一般競争入札に参加したいので、必要な資料を添えて入札参加資格の確認を申請します。
　なお、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しないものであること、及び記載事項が事実と相違ないことを誓約します。

記

１　公告年月日　　　令和８年９月25日

２　調達件名　　　犯罪捜査支援用パソコン及び同管理サーバ等の賃貸借

３　連絡先　　　担当者所属・氏名
　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　FAX番号

４　入札保証金納付に関する希望等
 (1)  納付免除を希望する場合、下記ア・イ・ウのいずれかに○を付けること。
      ア　別紙「入札保証金について」の８に該当するため。
      イ　別紙「入札保証金について」の９に該当するため。
      ウ　別紙「入札保証金について」の１０に該当するため。
         （注）この場合には、別紙様式３の「契約の履行について｣(契約書等の写し等を添付)を添付すること。

(2)  入札保証金を納付する場合、下記ア・イのいずれかに○を付けること。
      ア　入札時までに、埼玉県発行の納付書兼領収書により埼玉県指定金融機関等から納付する。
      イ　入札日に入札保証金に代える担保（別紙「入札保証金について」の４ 参照）により納付する。


別紙　　　　　　　　　　　　入 札 保 証 金 に つ い て

　（入札保証金）
１　競争入札参加者は、８、９、10及び11により入札保証金を免除される場合を除いては、入札書の提出期限までに、入札保証金又は入札保証金に代える担保（以下「入札保証金等」という。）を所定の手続に従い、埼玉県に納付、又は提供しなければならない。
　（入札保証金の額）
２　入札保証金等の額は、入札書に記載した金額に当該金額の10％に相当する額を加算した金額（１円未満の端数があるときはその端数を切り捨てるものとする。）に入札保証金の率（100分の５以上）を乗じた額とする。
	【算式】 （入札書に記載した額×1.10×0.05）以上
　（入札保証金の納付）
３　競争入札参加者は、入札保証金を納付する場合には、埼玉県が発行する「納付書兼領収書」（希望者に配布する。）により、入札保証金相当額（２の額）を指定金融機関、指定代理金融機関又は収納代理金融機関に払い込む。
[bookmark: _Hlk197415022]　この場合には、当該「納付書兼領収書」の写しを、令和８年10月21日（水）午前10時50分までに提出するものとする。
　（入札保証金に代える担保の提供）
４　競争入札参加者は、埼玉県財務規則第93条の２の規定に基づき、入札保証金に代える担保を提供する場合には、令和８年10月15日（木）午前11時までに入札説明書５⑴に示す問合せ先に連絡し、別途指示を受けること。
　この場合の、入札保証金に代える担保の種類及び価値は次のとおりとする。
	区分
	種　　類
	価　　　　　値

	 ア
	国債及び地方債
	債権金額

	 イ
	政府の保証のある債権
	額面金額又は登録金額（発行価額が額面金額又は登録金額と異なるときは発行価額）の８割に相当する金額

	 ウ
	銀行等が振出し又は支払保証をした小切手
	小切手金額

	 エ
	銀行等が引受け、保証又は裏書をした手形
	手形金額を一般の金融市場における手形の割引率に
よって割り引いた金額

	 オ
	銀行等に対する定期預金債権
	当該債権証書に記載された債権金額

	 カ
	銀行等の保証
	その保証する金額

	キ
	保証事業会社の保証
	その保証する金額


　（入札保証金の還付）
５　入札終了後、埼玉県は、入札保証金等を納付した非落札者に対して、当該入札保証金等を還付するものとする。
　　なお、還付の方法については対象者に対して通知する。
　（落札者が契約を締結しない場合の入札保証金の帰属）
６　契約の相手方となるべき者が納付した入札保証金等は、その者が契約を締結しないときには埼玉県に帰属する。
　（契約保証金への充当）
７　落札者に係る入札保証金は、当該落札者について納付すべき契約保証金がある場合は、これに充当するものとする。
　（保険契約に基づく入札保証金の免除）
８　埼玉県財務規則第93条第２項第１号の規定に基づき、保険会社との間で埼玉県を被保険者とする入札保証保険契約を締結する競争入札参加者が、入札保証金の納付の免除を希望する場合には、令和８年10月15日（木）午前11時までに入札説明書５⑴に示す問合せ先に連絡し、別途指示を受けること。
　（契約保証の予約に基づく入札保証金の免除）
９　埼玉県財務規則第93条第２項第２号の規定に基づき、銀行等又は保証事業会社と契約保証の予約をした競争入札参加者が、入札保証金納付の免除を希望する場合には、令和８年10月15日（木）午前11時までに入札説明書５⑴に示す問合せ先に連絡し、別途指示を受けること。
　（国等との契約履行実績に基づく入札保証金の免除）
10　埼玉県財務規則第93条第２項第３号の規定に基づき、国又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を当該年度の前々年度の４月１日以後に数回以上すべて誠実に履行した競争入札参加者が、入札保証金納付の免除を希望する場合には、契約の履行について（別紙様式３）に必要な書類を添え、令和８年10月15日（木）午前11時までに提出しなければならない。
　（電子入札の場合の過去の契約履行実績に基づく入札保証金の免除）
11　埼玉県財務規則第93条第２項第４号の規定に基づき、過去において契約を誠実に履行した実績等を考慮し、その者が契約を締結しないこととなるおそれがないと認められるときは、入札保証金の納付を免除とする（埼玉県電子入札共同入札システムにより入札する者に限る。）。





別紙様式３

契約の履行について

	契約締結日
	　　　　年　　月　　日
	　　　　年　　月　　日

	契約相手方名称
	
	

	契約件名（物品名）
	
	

	契約金額
	円
	円

	納入期限及び
納入完了日
	
　　　　年　　月　　日
　　　　年　　月　　日
	
　　　　年　　月　　日
　　　　年　　月　　日

	契約相手方の担当者
所属・職名・氏名
	
	

	契約相手方の担当者
連絡先
	TEL

FAX
	TEL

FAX

	添付書類
契約を証明する書類
（契約書の写し等）
履行を証明する書類
（検査確認書等）
	
	



　　上記のとおり間違いありません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　　  会社名
　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名                             　
